
河川整備基本方針の洪水規模を超える外力での氾濫計算結果（人吉市街部） 球磨川水系

8

○河川整備基本方針の洪水規模（12時間雨量298mm、確率規模１／８０）を超える、令和２年７月洪水規模（12時間
雨量322mm）を外力として、現況と河川整備計画の河川整備の完了後における氾濫シミュレーション※を実施。
○この結果、河川整備計画の整備の完了に伴い、浸水は大幅に減少するものの、一部で氾濫が発生すると想定さ
れることから、整備が進んだ段階においても、浸水リスクを踏まえたリスクコミュニケーションが重要。

令和2年7月洪水規模に相当する12時間雨量322mmの条件を用いた氾濫シミュレーション結果

約350haが浸水する可能性有り

現況 中長期③整備計画メニュー完了時点（概ね３０年後）

※条件【降雨波形】河川整備基本方針で基準地点人吉の基本高水ピーク流量を決定しているS47.7洪水型の波形

【堤防決壊の想定】計画高水位を超える箇所で仮に堤防が決壊（設定した堤防決壊地点：57k800-62k800）した場合の氾濫シミュレーション結果。

【確率規模】河川整備基本方針で対象降雨の降雨量として設定する際に用いた確率分布モデルであるグンベル分布による年超過確率（気候変動考慮後の確率規模）

【浸水面積の集計】左岸：58k4～62k2（人吉市下戸越町～同麓町）、右岸：57k8～63k0（人吉市温泉町～同南願成寺町）の区間で発生する氾濫を対象に集計。

約60haが浸水する可能性有り

現況から約83%の浸水範囲減。（現況浸水範囲の約17%）

今回の氾濫シミュレーション結果は一定の与条件による「暫定値」



○水害リスクマップを活用し、自治体や関係機関とのリスクコミュニケーションを推進するとともに、
球磨川水系水防災意識社会再構築会議の各取組によって、地域の防災・減災力の強化を図る。

水害リスクマップを踏まえた自治体や関係機関とのリスクコミュニケーション 球磨川水系
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① 河川防災ステーションの検討・整備 ② 排水準備計画の運用

○球磨川流域では、甚大な被害を想定し、早期の復旧のた
めの排水作業等の具体的な方法・手順をとりまとめた「排水
作業準備計画」を作成済み。
○今後、災害時においては、本計画とあわせて水害リスク
マップの浸水情報も十分に活用し、排水ポンプ車の運行
ルートや配置箇所選定を行い、的確な排水作業を実施。

○球磨川流域では、洪水発生時の応急復旧や市町村が行う
水防活動を支援すること等を目的に、緊急用資材を備蓄し
ておく河川防災ステーションについて検討中。
○今後、河川防災ステーションの位置や資材運搬ルートの検
討及び整備後における災害時の資材運搬ルート選定につ
いては、水害リスクマップの浸水情報も十分に活用したうえ
で、的確な応急復旧、水防活動を実施。

河川防災ステーションの事例（遠賀川飯塚地区防災ステーション） 排水作業準備計画（ポンプ車配置計画）の一例



水害リスクマップを踏まえた自治体や関係機関とのリスクコミュニケーション 球磨川水系
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③ 球磨川流域タイムラインの運用 ④危機感共有と命を守る災害報道連携会議の取組

○球磨川流域では、自治体や関係機関の災害時の防災行動
を時系列で整理した各種タイムラインを継続的に作成・運用。
〇現在は、流域全体の防災行動に着目した「流域タイムライ
ン」を作成中。流域タイムラインを機軸に流域全体が連動し
た早期避難を目指している。
〇今後、流域タイムラインの運用や災害時の行動については、
水害リスクマップの浸水情報も踏まえたうえで適切に対応。

○本会議では、令和2年7月豪雨により、甚大な被害に見舞

われた球磨川流域を中心とする熊本県県南地域において、
出水期の災害発生前からの危機感を高め、地域の住民の
命を守ることを目的に、国・自治体や防災関係機関や報道
機関が参加し、防災情報の共有を推進。

〇今後は、水害リスクマップの浸水情報を活用し、さらなる
防災情報共有を進め、地域の防災・減災力の強化を図る。

各種タイムラインの役割や連動のイメージ

災害報道との連携イメージ

○水害リスクマップを活用し、自治体や関係機関とのリスクコミュニケーションを推進するとともに、
球磨川水系水防災意識社会再構築会議の各取組によって、地域の防災・減災力の強化を図る。



川辺川の流水型ダムの環境への配慮
（第３回流水型ダム環境保全対策検討委員会（R4.3.9））
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○令和４年３月９日に「第３回流水型ダム環境保全対策検討委員会」を開催し、「川辺川の流水型ダムに関する環境配慮
レポート(案)の修正」「今後の環境影響検討」について議論を行い、委員よりご意見を頂いた。
○第２回、第３回の委員会での議論を経て「川辺川の流水型ダムに関する環境配慮レポート」をとりまとめ、３月２５日
に公表を行っている。

国土交通省 プレスリリース資料

第３回委員会開催状況（R4.3.9）

縦覧会場の例
（川辺川ダム砂防事務所）

「川辺川の流水型ダムに関する環
境配慮レポート（令和４年３月）」

の冊子

川辺川の流水型ダムの環境への配慮（環境配慮レポートの公表） 球磨川水系
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○「川辺川の流水型ダムに関する環境配慮レポート」公表後の手続きとして、環境影響評価法上の手続きに準じて、
『国土交通大臣、環境大臣からの意見を求めること』、『努力規定となっている「関係する行政機関」「一般」より、環境
の保全の見地からの意見を求めること』を実施。

○現在、九州地方整備局や川辺川ダム砂防事務所、流域１２市町村の施設などで縦覧を行うとともに、一般等からの意
見聴取を実施している。

環境配慮レポートの作成・公表

第３回 流水型ダム環境保全対策検討委員会

委員会において了承

環境大臣の意見
・主務大臣である国土交通大臣へ意見

・九地整・事務所、関係
自治体の施設にて縦覧

ご意見を踏まえ、環境影響評価方法レポート（仮称）の作成

国土交通大臣の意見
・環境大臣の意見を勘案し、

事業者である九州地方整備局へ意見

国土交通大臣へ送付

環境大臣へ送付

公告・掲載
・新聞による公告を実施
・九地整・事務所HP等に掲載

関係する
行政機関へ送付

・熊本県、流域１２市町村への
意見聴取を実施

関係する行政機関
の長からの意見一般からの意見

関係する行政機関・一般からの意見の概要を作成

方法書手続きを準用し、
公表期間１ヶ月程度として期間を設定

方法書手続きを準用し、一般への意見聴取期間は
公表期間終了後２週間程度として期間を設定

第２回 流水型ダム環境保全対策検討委員会

委員会でのご意見を踏まえて修正

12/14

3/9

3/25

3/25～4/28

縦覧

3/25～5/13

配慮書手続きを準用し、
関係する行政機関への意見聴取期間は
送付から９０日以内として期間を設定

配慮書手続きを準用し、
・国土交通大臣への意見
聴取期間は送付から
９０日以内として期間を設定
・環境大臣への意見聴取
期間は、国土交通大臣送付
から４５日以内として期間を
設定

3/25
3/25

川辺川の流水型ダムの環境への配慮（環境配慮レポートの公表後の手続きについて） 球磨川水系
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田んぼダム効果等の検証
（第３回人吉・球磨地域田んぼダム効果等検証委員会（R4.2.18））
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氏名 分野 職業及び経歴

渡邉 紹裕 学識経験者
（かんがい排
水学）

国立大学法人熊本大学特任教授
国立大学法人京都大学名誉教授

濱 武英 学識経験者
（かんがい排
水学）

国立大学法人京都大学農学研究
科准教授

森田 敏 農業関係者
（国：研究機
関）

国立研究開発法人農業・食品産
業技術総合研究機構九州沖縄農
業研究センター所長

岡村 文明 施設管理者
（土地改良区）

百太郎溝土地改良区理事長

久保田 修 土地改良関係
者（行政・利
水）

熊本県土地改良事業団体連合会
常務理事

太路 秀紀 報道関係者 株式会社熊本日日新聞社編集局
政経部編集委員

〇将来的に県下全域に普及させるための効果的な普及・啓発手法
について、提言をいただく。

〇田んぼダム実証実験事業は、流域治水プロジェクトの一環として令和3年度～令和4年度の2ヵ年で取り組むもの。
〇全国的には、新潟県や兵庫県など先進的な取り組みが行われているが、これまで本県では取り組んでおらず、今後、県下で普及を図るため
には、田んぼのダム効果や農作物への影響などについての客観的評価が極めて重要である。

〇そのため、第三者による田んぼダムの評価等を行うために、効果等検証委員会を設置。

3.田んぼダムの効果的な普及・啓発手法

〇「田んぼダム実証実験事業」により得られた各種観測結果に基
づき、水田が有する貯留効果、 ピークカット効果、せき板のタイ
プ別の効果等を検証する。また、スマート田んぼダムによる水管
理労力節減効果等の効果を検証する。

1.田んぼダムによる効果

〇「田んぼダム実証実験事業」の実証ほ場における水稲の収量や
品質等への影響及び実証ほ場周辺の畑作物（葉タバコ、ミシマサ
イコ等）への影響を検証する。

2.田んぼダム実施により作物等に与える影響

〇「田んぼダム実証実験事業」を通し、田んぼダムを普及していく上
での課題に対する対応方策等について、提言をいただく。

4.田んぼダムの取組みを推進するうえでの必要な事項
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委

員

委

嘱

島谷 幸宏 特別教授
（熊本県立大学 緑の流域治水研究室）

緑の流域治水アドバイザ―

~

【案】開催時期︓⼯事完了後（4〜5月頃）
内 容︓現地視察・農家との意⾒交換

※土木部との連携について

第３回人吉・球磨地域田んぼダム効果等検証委員会 球磨川水系

15出典：第３回人吉・球磨地域田んぼダム効果等検証委員会資料（R4.2.18）



令和２年７月豪雨復旧・復興本部会議（第９回）（R4.3.24）
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令和２年７月豪雨復旧・復興本部会議 球磨川水系
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○熊本県は、令和２年７月豪雨災害による被災者の救済及び被災地の復旧・復興のための施策を、県庁の各部局が一体となっ
て、迅速かつ強力に推進していくため、令和２年７月豪雨復旧・復興本部を設置。令和４年３月２４日に第９回会議を開催。

第９回会議開催状況（R4.3.24）

開催状況

第１回 令和２年 ８月２１日

第２回 令和２年 ９月 ４日

第３回 令和２年１０月２８日

第４回 令和２年１１月２４日

第５回 令和２年１２月１５日

第６回 令和３年 ３月 ２日

第７回 令和３年 ３月３０日

第８回 令和３年 ７月 ２日

第９回 令和４年 ３月２４日

第９回会議資料（抜粋）


